
増便効果を費用で比較すると･･

なぜ 「新バスシステム」 が必要なのか

路線廃止⇒バス空白域
住民バスなどで対応

BRTでまちなかのバスを集約

⇒余力(車両・運転手)を郊外へ

運転手１人でバス２台分の
乗客を運べる連節バスを

導入してさらに集約

＋125本増便分の運行を
委託した場合の費用
６～９億円/５年間

４台導入で
＋125本増便
（474本※）

＜悪循環＞

新バスシステム

郊外路線の増便
（349本※）
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＜バス利用者数＞

＜バス便数＞この10年で20%減
H13：4,034⇒H24:3,208便

何もしないと５年後は
利用者数・バス便数ともに

現在よりさらに減

全市的な

バス路線再編

際限なく増加する可能性

運行事業協定で
減便に歯止め

路線の減便・廃止などの
サービス低下

利用者の減少 サービスの維持困難

※概略検討（H25年度末）
時点の本数です。
今後の調整の中で若干変更
になる場合があります。

連節バス購入費
約３億円/４台で＋125本増便

購入費の約1/2は国からの補助
⇒市負担は実質約1.5億円/4台

※区バス･住民バス･路線バス補助
（生活交通確保･維持費）
H25年度：約2.2億円

※このままではH31年度までに
約2０億円の経費が必要

バスサービスの向上で

負の連鎖に歯止め

効率的なシステムにすることで

将来も使える
バス交通へ

サービス水準の向上
・定時性の向上
・バス待ち環境の向上
・わかりやすい料金体系 など

＜好循環への転換＞

※過去10年間で廃止された路線
○市役所前～松浜～太郎代観音
○新潟～新崎～下山営業所
○新潟～松浜中学校～太郎代浜

北区版

① バス利用者はこの20年間で3分の1にまで減り、この10年間でも40%減っている大変な状況です。 

 

② バスの便数も不採算路線の廃止、減便からこの10年間で20%減っています。 

 

③ バス利用者が減ることで、バスの便数などサービスの維持が困難となり、路線の減便・廃止などのサービス

の低下を招き、そのことが原因でまた利用者が減るという悪循環、負の連鎖に陥っています。 

 

④ もしこのまま何もしないでいると、利用者やバス便数はさらに減ってしまい、場合によっては廃止される路

線が出てくることも懸念されます。 

 

⑤ これまでバス路線が廃止された際には、市が運行経費の最大７割を負担する住民バスの運行などで補ってき

ました。 

 

⑥ しかしながら悪循環が続くなかでバス路線の減便・廃止が進むことが予想されることから、住民バス路線な

どの代替手段による地域の足の確保するために、市の負担が際限なく増加していく可能性があります。 

 

⑦ この悪循環をストップさせ、バス交通を将来も続けていけるものにするのが、この新バスシステムを導入す

る大きな目的です。 

 ・平成２６年４月に新潟交通㈱と運行事業協定を結び、平成２７年の開業から約５年間、路線バスの営業キロ

数を確保することとなり、これまで続いていたバス路線の減便や廃止に歯止めをかけました。 

 ・現在のバス路線は、市内あるいは市外のさまざまな場所から、新潟駅をはじめ都心部の拠点につながってい

ますが、新バスシステムでは、特に多くの路線が重複する新潟駅から青山までの区間のバス路線をまとめてＢＲ

Ｔという一つの路線に集約し、効率的に運行します。 

 ・あわせて、全市的にバス路線を再編することで、そこで生まれた余力（車両・運転手）により、主に郊外路

線で３４９本の増便を実現します。 

 

⑧ さらに運転手１人で一般バス２台分の乗客を運べる連節バスの導入でさらに集約をかけ、それにより＋１２

５本の増便が可能となり、再編による３４９本の増便とあわせて４７４本の郊外路線の増便が実現します。 

 

⑨ 仮にこの＋１２５本の増便を民間会社に別途、委託して運行してもらおうとすると、５年間で６～９億円の

費用が必要となります。 

 ・これに対し連節バスの購入費は４台で約３億円であり、さらにその半分は国からの補助が見込めます。この

ことと、連節バスの効果である１２５本の増便分の経費、５年で６～９億円とを比較すれば、その効果は極めて

高いものと捉える事が出来ます。 

 

⑩ これらの手法により、バスの増便や新規路線の実現など、全市的なバスサービスの向上を図ることで、まず

は悪循環に歯止めをかけ、利用者増によりさらなるサービス向上を進め、好循環に転換させていきます。 
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増便効果を費用で比較すると･･

なぜ 「新バスシステム」 が必要なのか

路線廃止⇒バス空白域
住民バスなどで対応

BRTでまちなかのバスを集約

⇒余力(車両・運転手)を郊外へ

運転手１人でバス２台分の
乗客を運べる連節バスを

導入してさらに集約

＋125本増便分の運行を
委託した場合の費用
６～９億円/５年間

４台導入で
＋125本増便
（474本※）

＜悪循環＞

新バスシステム

郊外路線の増便
（349本※）
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10年間で
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41

20年間で
65％減

＜バス利用者数＞

＜バス便数＞この10年で20%減
H13：4,034⇒H24:3,208便

何もしないと５年後は
利用者数・バス便数ともに

現在よりさらに減

全市的な

バス路線再編

際限なく増加する可能性

運行事業協定で
減便に歯止め

路線の減便・廃止などの
サービス低下

利用者の減少 サービスの維持困難

※概略検討（H25年度末）
時点の本数です。
今後の調整の中で若干変更
になる場合があります。

連節バス購入費
約３億円/４台で＋125本増便

購入費の約1/2は国からの補助
⇒市負担は実質約1.5億円/4台

※区バス･住民バス･路線バス補助
（生活交通確保･維持費）
H25年度：約2.2億円

バスサービスの向上で

負の連鎖に歯止め

効率的なシステムにすることで

将来も使える
バス交通へ

サービス水準の向上
・定時性の向上
・バス待ち環境の向上
・わかりやすい料金体系 など

＜好循環への転換＞

※過去10年間で廃止された路線
○新潟駅南口～山二ツ～新潟鉄工所
○山ノ下～赤道～新潟鉄工所
○新潟～赤道～船江町二丁目
○新潟～東明～大江山連絡所前 など

東区版

※このままではH31年度までに
約2０億円の経費が必要

 

① バス利用者はこの20年間で3分の1にまで減り、この10年間でも40%減っている大変な状況です。 

 

② バスの便数も不採算路線の廃止、減便からこの10年間で20%減っています。 

 

③ バス利用者が減ることで、バスの便数などサービスの維持が困難となり、路線の減便・廃止などのサービス

の低下を招き、そのことが原因でまた利用者が減るという悪循環、負の連鎖に陥っています。 

 

④ もしこのまま何もしないでいると、利用者やバス便数はさらに減ってしまい、場合によっては廃止される路

線が出てくることも懸念されます。 

 

⑤ これまでバス路線が廃止された際には、市が運行経費の最大７割を負担する住民バスの運行などで補ってき

ました。 

 

⑥ しかしながら悪循環が続くなかでバス路線の減便・廃止が進むことが予想されることから、住民バス路線な

どの代替手段による地域の足の確保するために、市の負担が際限なく増加していく可能性があります。 

 

⑦ この悪循環をストップさせ、バス交通を将来も続けていけるものにするのが、この新バスシステムを導入す

る大きな目的です。 

 ・平成２６年４月に新潟交通㈱と運行事業協定を結び、平成２７年の開業から約５年間、路線バスの営業キロ

数を確保することとなり、これまで続いていたバス路線の減便や廃止に歯止めをかけました。 

 ・現在のバス路線は、市内あるいは市外のさまざまな場所から、新潟駅をはじめ都心部の拠点につながってい

ますが、新バスシステムでは、特に多くの路線が重複する新潟駅から青山までの区間のバス路線をまとめてＢＲ

Ｔという一つの路線に集約し、効率的に運行します。 

 ・あわせて、全市的にバス路線を再編することで、そこで生まれた余力（車両・運転手）により、主に郊外路

線で３４９本の増便を実現します。 

 

⑧ さらに運転手１人で一般バス２台分の乗客を運べる連節バスの導入でさらに集約をかけ、それにより＋１２

５本の増便が可能となり、再編による３４９本の増便とあわせて４７４本の郊外路線の増便が実現します。 

 

⑨ 仮にこの＋１２５本の増便を民間会社に別途、委託して運行してもらおうとすると、５年間で６～９億円の

費用が必要となります。 

 ・これに対し連節バスの購入費は４台で約３億円であり、さらにその半分は国からの補助が見込めます。この

ことと、連節バスの効果である１２５本の増便分の経費、５年で６～９億円とを比較すれば、その効果は極めて

高いものと捉える事が出来ます。 

 

⑩ これらの手法により、バスの増便や新規路線の実現など、全市的なバスサービスの向上を図ることで、まず

は悪循環に歯止めをかけ、利用者増によりさらなるサービス向上を進め、好循環に転換させていきます。 
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増便効果を費用で比較すると･･

なぜ 「新バスシステム」 が必要なのか

路線廃止⇒バス空白域
住民バスなどで対応

BRTでまちなかのバスを集約

⇒余力(車両・運転手)を郊外へ

運転手１人でバス２台分の
乗客を運べる連節バスを

導入してさらに集約

＋125本増便分の運行を
委託した場合の費用
６～９億円/５年間

４台導入で
＋125本増便
（474本※）

＜悪循環＞

新バスシステム

郊外路線の増便
（349本※）
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（百万人/年）

24

69

10年間で
40％減

41

20年間で
65％減

＜バス利用者数＞

＜バス便数＞この10年で20%減
H13：4,034⇒H24:3,208便

何もしないと５年後は
利用者数・バス便数ともに

現在よりさらに減

全市的な

バス路線再編

際限なく増加する可能性

運行事業協定で
減便に歯止め

路線の減便・廃止などの
サービス低下

利用者の減少 サービスの維持困難

※概略検討（H25年度末）
時点の本数です。
今後の調整の中で若干変更
になる場合があります。

連節バス購入費
約３億円/４台で＋125本増便

購入費の約1/2は国からの補助
⇒市負担は実質約1.5億円/4台

※区バス･住民バス･路線バス補助
（生活交通確保･維持費）
H25年度：約2.2億円

バスサービスの向上で

負の連鎖に歯止め

効率的なシステムにすることで

将来も使える
バス交通へ

サービス水準の向上
・定時性の向上
・バス待ち環境の向上
・わかりやすい料金体系 など

＜好循環への転換＞

※過去10年間で廃止された路線
○ﾊﾞｽｾﾝﾀｰ～笹出線～曽野木ﾆｭｰﾀｳﾝ
○南部営業所～南長潟～女池愛宕他
○ﾊﾞｽｾﾝﾀｰ～西跨線橋～新潟駅南口

～鳥屋野体育館前
○ﾊﾞｽｾﾝﾀｰ～新光町～酒屋車庫 など

中央区版

※このままではH31年度までに
約2０億円の経費が必要

 

① バス利用者はこの20年間で3分の1にまで減り、この10年間でも40%減っている大変な状況です。 

 

② バスの便数も不採算路線の廃止、減便からこの10年間で20%減っています。 

 

③ バス利用者が減ることで、バスの便数などサービスの維持が困難となり、路線の減便・廃止などのサービス

の低下を招き、そのことが原因でまた利用者が減るという悪循環、負の連鎖に陥っています。 

 

④ もしこのまま何もしないでいると、利用者やバス便数はさらに減ってしまい、場合によっては廃止される路

線が出てくることも懸念されます。 

 

⑤ これまでバス路線が廃止された際には、市が運行経費の最大７割を負担する住民バスの運行などで補ってき

ました。 

 

⑥ しかしながら悪循環が続くなかでバス路線の減便・廃止が進むことが予想されることから、住民バス路線な

どの代替手段による地域の足の確保するために、市の負担が際限なく増加していく可能性があります。 

 

⑦ この悪循環をストップさせ、バス交通を将来も続けていけるものにするのが、この新バスシステムを導入す

る大きな目的です。 

 ・平成２６年４月に新潟交通㈱と運行事業協定を結び、平成２７年の開業から約５年間、路線バスの営業キロ

数を確保することとなり、これまで続いていたバス路線の減便や廃止に歯止めをかけました。 

 ・現在のバス路線は、市内あるいは市外のさまざまな場所から、新潟駅をはじめ都心部の拠点につながってい

ますが、新バスシステムでは、特に多くの路線が重複する新潟駅から青山までの区間のバス路線をまとめてＢＲ

Ｔという一つの路線に集約し、効率的に運行します。 

 ・あわせて、全市的にバス路線を再編することで、そこで生まれた余力（車両・運転手）により、主に郊外路

線で３４９本の増便を実現します。 

 

⑧ さらに運転手１人で一般バス２台分の乗客を運べる連節バスの導入でさらに集約をかけ、それにより＋１２

５本の増便が可能となり、再編による３４９本の増便とあわせて４７４本の郊外路線の増便が実現します。 

 

⑨ 仮にこの＋１２５本の増便を民間会社に別途、委託して運行してもらおうとすると、５年間で６～９億円の

費用が必要となります。 

 ・これに対し連節バスの購入費は４台で約３億円であり、さらにその半分は国からの補助が見込めます。この

ことと、連節バスの効果である１２５本の増便分の経費、５年で６～９億円とを比較すれば、その効果は極めて

高いものと捉える事が出来ます。 

 

⑩ これらの手法により、バスの増便や新規路線の実現など、全市的なバスサービスの向上を図ることで、まず

は悪循環に歯止めをかけ、利用者増によりさらなるサービス向上を進め、好循環に転換させていきます。 
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増便効果を費用で比較すると･･

なぜ 「新バスシステム」 が必要なのか

路線廃止⇒バス空白域
住民バスなどで対応

BRTでまちなかのバスを集約

⇒余力(車両・運転手)を郊外へ

運転手１人でバス２台分の
乗客を運べる連節バスを

導入してさらに集約

＋125本増便分の運行を
委託した場合の費用
６～９億円/５年間

４台導入で
＋125本増便
（474本※）

＜悪循環＞

新バスシステム

郊外路線の増便
（349本※）
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＜バス利用者数＞

＜バス便数＞この10年で20%減
H13：4,034⇒H24:3,208便

何もしないと５年後は
利用者数・バス便数ともに

現在よりさらに減

全市的な

バス路線再編

際限なく増加する可能性

運行事業協定で
減便に歯止め

路線の減便・廃止などの
サービス低下

利用者の減少 サービスの維持困難

※概略検討（H25年度末）
時点の本数です。
今後の調整の中で若干変更
になる場合があります。

連節バス購入費
約３億円/４台で＋125本増便

購入費の約1/2は国からの補助
⇒市負担は実質約1.5億円/4台

※区バス･住民バス･路線バス補助
（生活交通確保･維持費）
H25年度：約2.2億円

バスサービスの向上で

負の連鎖に歯止め

効率的なシステムにすることで

将来も使える
バス交通へ

サービス水準の向上
・定時性の向上
・バス待ち環境の向上
・わかりやすい料金体系 など

＜好循環への転換＞

※過去10年間で廃止された路線
○ﾊﾞｽｾﾝﾀｰ～笹出線～曽野木ﾆｭｰﾀｳﾝ
○新潟駅南口～鵜ノ子～大江山連絡所前
○新潟～早通～酒屋車庫
○ﾊﾞｽｾﾝﾀｰ～新光町～酒屋車庫 など

江南区版

※このままではH31年度までに
約2０億円の経費が必要

 

① バス利用者はこの20年間で3分の1にまで減り、この10年間でも40%減っている大変な状況です。 

 

② バスの便数も不採算路線の廃止、減便からこの10年間で20%減っています。 

 

③ バス利用者が減ることで、バスの便数などサービスの維持が困難となり、路線の減便・廃止などのサービス

の低下を招き、そのことが原因でまた利用者が減るという悪循環、負の連鎖に陥っています。 

 

④ もしこのまま何もしないでいると、利用者やバス便数はさらに減ってしまい、場合によっては廃止される路

線が出てくることも懸念されます。 

 

⑤ これまでバス路線が廃止された際には、市が運行経費の最大７割を負担する住民バスの運行などで補ってき

ました。 

 

⑥ しかしながら悪循環が続くなかでバス路線の減便・廃止が進むことが予想されることから、住民バス路線な

どの代替手段による地域の足の確保するために、市の負担が際限なく増加していく可能性があります。 

 

⑦ この悪循環をストップさせ、バス交通を将来も続けていけるものにするのが、この新バスシステムを導入す

る大きな目的です。 

 ・平成２６年４月に新潟交通㈱と運行事業協定を結び、平成２７年の開業から約５年間、路線バスの営業キロ

数を確保することとなり、これまで続いていたバス路線の減便や廃止に歯止めをかけました。 

 ・現在のバス路線は、市内あるいは市外のさまざまな場所から、新潟駅をはじめ都心部の拠点につながってい

ますが、新バスシステムでは、特に多くの路線が重複する新潟駅から青山までの区間のバス路線をまとめてＢＲ

Ｔという一つの路線に集約し、効率的に運行します。 

 ・あわせて、全市的にバス路線を再編することで、そこで生まれた余力（車両・運転手）により、主に郊外路

線で３４９本の増便を実現します。 

 

⑧ さらに運転手１人で一般バス２台分の乗客を運べる連節バスの導入でさらに集約をかけ、それにより＋１２

５本の増便が可能となり、再編による３４９本の増便とあわせて４７４本の郊外路線の増便が実現します。 

 

⑨ 仮にこの＋１２５本の増便を民間会社に別途、委託して運行してもらおうとすると、５年間で６～９億円の

費用が必要となります。 

 ・これに対し連節バスの購入費は４台で約３億円であり、さらにその半分は国からの補助が見込めます。この

ことと、連節バスの効果である１２５本の増便分の経費、５年で６～９億円とを比較すれば、その効果は極めて

高いものと捉える事が出来ます。 

 

⑩ これらの手法により、バスの増便や新規路線の実現など、全市的なバスサービスの向上を図ることで、まず

は悪循環に歯止めをかけ、利用者増によりさらなるサービス向上を進め、好循環に転換させていきます。 
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増便効果を費用で比較すると･･

なぜ 「新バスシステム」 が必要なのか

路線廃止⇒バス空白域
住民バスなどで対応

BRTでまちなかのバスを集約

⇒余力(車両・運転手)を郊外へ

運転手１人でバス２台分の
乗客を運べる連節バスを

導入してさらに集約

＋125本増便分の運行を
委託した場合の費用
６～９億円/５年間

４台導入で
＋125本増便
（474本※）

＜悪循環＞

新バスシステム

郊外路線の増便
（349本※）
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20 

40 

60 

80 

H2 H7 H12 H17 H22

（百万人/年）

24

69

10年間で
40％減

41

20年間で
65％減

＜バス利用者数＞

＜バス便数＞この10年で20%減
H13：4,034⇒H24:3,208便

何もしないと５年後は
利用者数・バス便数ともに

現在よりさらに減

全市的な

バス路線再編

際限なく増加する可能性

運行事業協定で
減便に歯止め

路線の減便・廃止などの
サービス低下

利用者の減少 サービスの維持困難

※概略検討（H25年度末）
時点の本数です。
今後の調整の中で若干変更
になる場合があります。

連節バス購入費
約３億円/４台で＋125本増便

購入費の約1/2は国からの補助
⇒市負担は実質約1.5億円/4台

※区バス･住民バス･路線バス補助
（生活交通確保･維持費）
H25年度：約2.2億円

バスサービスの向上で

負の連鎖に歯止め

効率的なシステムにすることで

将来も使える
バス交通へ

サービス水準の向上
・定時性の向上
・バス待ち環境の向上
・わかりやすい料金体系 など

＜好循環への転換＞

※過去10年間で廃止された路線
○新津～矢代田～加茂

秋葉区版

※このままではH31年度までに
約2０億円の経費が必要

 

① バス利用者はこの20年間で3分の1にまで減り、この10年間でも40%減っている大変な状況です。 

 

② バスの便数も不採算路線の廃止、減便からこの10年間で20%減っています。 

 

③ バス利用者が減ることで、バスの便数などサービスの維持が困難となり、路線の減便・廃止などのサービス

の低下を招き、そのことが原因でまた利用者が減るという悪循環、負の連鎖に陥っています。 

 

④ もしこのまま何もしないでいると、利用者やバス便数はさらに減ってしまい、場合によっては廃止される路

線が出てくることも懸念されます。 

 

⑤ これまでバス路線が廃止された際には、市が運行経費の最大７割を負担する住民バスの運行などで補ってき

ました。 

 

⑥ しかしながら悪循環が続くなかでバス路線の減便・廃止が進むことが予想されることから、住民バス路線な

どの代替手段による地域の足の確保するために、市の負担が際限なく増加していく可能性があります。 

 

⑦ この悪循環をストップさせ、バス交通を将来も続けていけるものにするのが、この新バスシステムを導入す

る大きな目的です。 

 ・平成２６年４月に新潟交通㈱と運行事業協定を結び、平成２７年の開業から約５年間、路線バスの営業キロ

数を確保することとなり、これまで続いていたバス路線の減便や廃止に歯止めをかけました。 

 ・現在のバス路線は、市内あるいは市外のさまざまな場所から、新潟駅をはじめ都心部の拠点につながってい

ますが、新バスシステムでは、特に多くの路線が重複する新潟駅から青山までの区間のバス路線をまとめてＢＲ

Ｔという一つの路線に集約し、効率的に運行します。 

 ・あわせて、全市的にバス路線を再編することで、そこで生まれた余力（車両・運転手）により、主に郊外路

線で３４９本の増便を実現します。 

 

⑧ さらに運転手１人で一般バス２台分の乗客を運べる連節バスの導入でさらに集約をかけ、それにより＋１２

５本の増便が可能となり、再編による３４９本の増便とあわせて４７４本の郊外路線の増便が実現します。 

 

⑨ 仮にこの＋１２５本の増便を民間会社に別途、委託して運行してもらおうとすると、５年間で６～９億円の

費用が必要となります。 

 ・これに対し連節バスの購入費は４台で約３億円であり、さらにその半分は国からの補助が見込めます。この

ことと、連節バスの効果である１２５本の増便分の経費、５年で６～９億円とを比較すれば、その効果は極めて

高いものと捉える事が出来ます。 

 

⑩ これらの手法により、バスの増便や新規路線の実現など、全市的なバスサービスの向上を図ることで、まず

は悪循環に歯止めをかけ、利用者増によりさらなるサービス向上を進め、好循環に転換させていきます。 
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増便効果を費用で比較すると･･

なぜ 「新バスシステム」 が必要なのか

路線廃止⇒バス空白域
住民バスなどで対応

BRTでまちなかのバスを集約

⇒余力(車両・運転手)を郊外へ

運転手１人でバス２台分の
乗客を運べる連節バスを

導入してさらに集約

＋125本増便分の運行を
委託した場合の費用
６～９億円/５年間

４台導入で
＋125本増便
（474本※）

＜悪循環＞

新バスシステム

郊外路線の増便
（349本※）
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10年間で
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20年間で
65％減

＜バス利用者数＞

＜バス便数＞この10年で20%減
H13：4,034⇒H24:3,208便

何もしないと５年後は
利用者数・バス便数ともに

現在よりさらに減

全市的な

バス路線再編

際限なく増加する可能性

運行事業協定で
減便に歯止め

路線の減便・廃止などの
サービス低下

利用者の減少 サービスの維持困難

※概略検討（H25年度末）
時点の本数です。
今後の調整の中で若干変更
になる場合があります。

連節バス購入費
約３億円/４台で＋125本増便

購入費の約1/2は国からの補助
⇒市負担は実質約1.5億円/4台

※区バス･住民バス･路線バス補助
（生活交通確保･維持費）
H25年度：約2.2億円

バスサービスの向上で

負の連鎖に歯止め

効率的なシステムにすることで

将来も使える
バス交通へ

サービス水準の向上
・定時性の向上
・バス待ち環境の向上
・わかりやすい料金体系 など

＜好循環への転換＞

※過去10年間で廃止された路線
○新飯田～五反田～加茂

南区版

※このままではH31年度までに
約2０億円の経費が必要

 

① バス利用者はこの20年間で3分の1にまで減り、この10年間でも40%減っている大変な状況です。 

 

② バスの便数も不採算路線の廃止、減便からこの10年間で20%減っています。 

 

③ バス利用者が減ることで、バスの便数などサービスの維持が困難となり、路線の減便・廃止などのサービス

の低下を招き、そのことが原因でまた利用者が減るという悪循環、負の連鎖に陥っています。 

 

④ もしこのまま何もしないでいると、利用者やバス便数はさらに減ってしまい、場合によっては廃止される路

線が出てくることも懸念されます。 

 

⑤ これまでバス路線が廃止された際には、市が運行経費の最大７割を負担する住民バスの運行などで補ってき

ました。 

 

⑥ しかしながら悪循環が続くなかでバス路線の減便・廃止が進むことが予想されることから、住民バス路線な

どの代替手段による地域の足の確保するために、市の負担が際限なく増加していく可能性があります。 

 

⑦ この悪循環をストップさせ、バス交通を将来も続けていけるものにするのが、この新バスシステムを導入す

る大きな目的です。 

 ・平成２６年４月に新潟交通㈱と運行事業協定を結び、平成２７年の開業から約５年間、路線バスの営業キロ

数を確保することとなり、これまで続いていたバス路線の減便や廃止に歯止めをかけました。 

 ・現在のバス路線は、市内あるいは市外のさまざまな場所から、新潟駅をはじめ都心部の拠点につながってい

ますが、新バスシステムでは、特に多くの路線が重複する新潟駅から青山までの区間のバス路線をまとめてＢＲ

Ｔという一つの路線に集約し、効率的に運行します。 

 ・あわせて、全市的にバス路線を再編することで、そこで生まれた余力（車両・運転手）により、主に郊外路

線で３４９本の増便を実現します。 

 

⑧ さらに運転手１人で一般バス２台分の乗客を運べる連節バスの導入でさらに集約をかけ、それにより＋１２

５本の増便が可能となり、再編による３４９本の増便とあわせて４７４本の郊外路線の増便が実現します。 

 

⑨ 仮にこの＋１２５本の増便を民間会社に別途、委託して運行してもらおうとすると、５年間で６～９億円の

費用が必要となります。 

 ・これに対し連節バスの購入費は４台で約３億円であり、さらにその半分は国からの補助が見込めます。この

ことと、連節バスの効果である１２５本の増便分の経費、５年で６～９億円とを比較すれば、その効果は極めて

高いものと捉える事が出来ます。 

 

⑩ これらの手法により、バスの増便や新規路線の実現など、全市的なバスサービスの向上を図ることで、まず

は悪循環に歯止めをかけ、利用者増によりさらなるサービス向上を進め、好循環に転換させていきます。 
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増便効果を費用で比較すると･･

なぜ 「新バスシステム」 が必要なのか

路線廃止⇒バス空白域
住民バスなどで対応

BRTでまちなかのバスを集約

⇒余力(車両・運転手)を郊外へ

運転手１人でバス２台分の
乗客を運べる連節バスを

導入してさらに集約

＋125本増便分の運行を
委託した場合の費用
６～９億円/５年間

４台導入で
＋125本増便
（474本※）

＜悪循環＞

新バスシステム

郊外路線の増便
（349本※）
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80 

H2 H7 H12 H17 H22

（百万人/年）

24

69

10年間で
40％減

41

20年間で
65％減

＜バス利用者数＞

＜バス便数＞この10年で20%減
H13：4,034⇒H24:3,208便

何もしないと５年後は
利用者数・バス便数ともに

現在よりさらに減

全市的な

バス路線再編

際限なく増加する可能性

運行事業協定で
減便に歯止め

路線の減便・廃止などの
サービス低下

利用者の減少 サービスの維持困難

※概略検討（H25年度末）
時点の本数です。
今後の調整の中で若干変更
になる場合があります。

連節バス購入費
約３億円/４台で＋125本増便

購入費の約1/2は国からの補助
⇒市負担は実質約1.5億円/4台

※区バス･住民バス･路線バス補助
（生活交通確保･維持費）
H25年度：約2.2億円

バスサービスの向上で

負の連鎖に歯止め

効率的なシステムにすることで

将来も使える
バス交通へ

サービス水準の向上
・定時性の向上
・バス待ち環境の向上
・わかりやすい料金体系 など

＜好循環への転換＞

※過去10年間で廃止された路線
○新潟駅前～寺尾～赤塚上他
○新潟駅前～寺尾～上新町公民館前
○新潟駅～大堀～明田
○内野営業所～黒鳥～大野新田町 など

西区版

※このままではH31年度までに
約2０億円の経費が必要

 

① バス利用者はこの20年間で3分の1にまで減り、この10年間でも40%減っている大変な状況です。 

 

② バスの便数も不採算路線の廃止、減便からこの10年間で20%減っています。 

 

③ バス利用者が減ることで、バスの便数などサービスの維持が困難となり、路線の減便・廃止などのサービス

の低下を招き、そのことが原因でまた利用者が減るという悪循環、負の連鎖に陥っています。 

 

④ もしこのまま何もしないでいると、利用者やバス便数はさらに減ってしまい、場合によっては廃止される路

線が出てくることも懸念されます。 

 

⑤ これまでバス路線が廃止された際には、市が運行経費の最大７割を負担する住民バスの運行などで補ってき

ました。 

 

⑥ しかしながら悪循環が続くなかでバス路線の減便・廃止が進むことが予想されることから、住民バス路線な

どの代替手段による地域の足の確保するために、市の負担が際限なく増加していく可能性があります。 

 

⑦ この悪循環をストップさせ、バス交通を将来も続けていけるものにするのが、この新バスシステムを導入す

る大きな目的です。 

 ・平成２６年４月に新潟交通㈱と運行事業協定を結び、平成２７年の開業から約５年間、路線バスの営業キロ

数を確保することとなり、これまで続いていたバス路線の減便や廃止に歯止めをかけました。 

 ・現在のバス路線は、市内あるいは市外のさまざまな場所から、新潟駅をはじめ都心部の拠点につながってい

ますが、新バスシステムでは、特に多くの路線が重複する新潟駅から青山までの区間のバス路線をまとめてＢＲ

Ｔという一つの路線に集約し、効率的に運行します。 

 ・あわせて、全市的にバス路線を再編することで、そこで生まれた余力（車両・運転手）により、主に郊外路

線で３４９本の増便を実現します。 

 

⑧ さらに運転手１人で一般バス２台分の乗客を運べる連節バスの導入でさらに集約をかけ、それにより＋１２

５本の増便が可能となり、再編による３４９本の増便とあわせて４７４本の郊外路線の増便が実現します。 

 

⑨ 仮にこの＋１２５本の増便を民間会社に別途、委託して運行してもらおうとすると、５年間で６～９億円の

費用が必要となります。 

 ・これに対し連節バスの購入費は４台で約３億円であり、さらにその半分は国からの補助が見込めます。この

ことと、連節バスの効果である１２５本の増便分の経費、５年で６～９億円とを比較すれば、その効果は極めて

高いものと捉える事が出来ます。 

 

⑩ これらの手法により、バスの増便や新規路線の実現など、全市的なバスサービスの向上を図ることで、まず

は悪循環に歯止めをかけ、利用者増によりさらなるサービス向上を進め、好循環に転換させていきます。 
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増便効果を費用で比較すると･･

なぜ 「新バスシステム」 が必要なのか

路線廃止⇒バス空白域
住民バスなどで対応

BRTでまちなかのバスを集約

⇒余力(車両・運転手)を郊外へ

運転手１人でバス２台分の
乗客を運べる連節バスを

導入してさらに集約

＋125本増便分の運行を
委託した場合の費用
６～９億円/５年間

４台導入で
＋125本増便
（474本※）

＜悪循環＞

新バスシステム

郊外路線の増便
（349本※）

0 

20 

40 

60 

80 

H2 H7 H12 H17 H22

（百万人/年）

24

69

10年間で
40％減

41

20年間で
65％減

＜バス利用者数＞

＜バス便数＞この10年で20%減
H13：4,034⇒H24:3,208便

何もしないと５年後は
利用者数・バス便数ともに

現在よりさらに減

全市的な

バス路線再編

際限なく増加する可能性

運行事業協定で
減便に歯止め

路線の減便・廃止などの
サービス低下

利用者の減少 サービスの維持困難

※概略検討（H25年度末）
時点の本数です。
今後の調整の中で若干変更
になる場合があります。

連節バス購入費
約３億円/４台で＋125本増便

購入費の約1/2は国からの補助
⇒市負担は実質約1.5億円/4台

※区バス･住民バス･路線バス補助
（生活交通確保･維持費）
H25年度：約2.2億円

バスサービスの向上で

負の連鎖に歯止め

効率的なシステムにすることで

将来も使える
バス交通へ

サービス水準の向上
・定時性の向上
・バス待ち環境の向上
・わかりやすい料金体系 など

＜好循環への転換＞

※過去10年間で廃止された路線
○曽根～枡潟～大野新田
○巻～栄町～燕駅前
○弥彦～間手橋～赤塚上
○間瀬～岩室～吉田 など

西蒲区版

※このままではH31年度までに
約2０億円の経費が必要

① バス利用者はこの20年間で3分の1にまで減り、この10年間でも40%減っている大変な状況です。 

 

② バスの便数も不採算路線の廃止、減便からこの10年間で20%減っています。 

 

③ バス利用者が減ることで、バスの便数などサービスの維持が困難となり、路線の減便・廃止などのサービス

の低下を招き、そのことが原因でまた利用者が減るという悪循環、負の連鎖に陥っています。 

 

④ もしこのまま何もしないでいると、利用者やバス便数はさらに減ってしまい、場合によっては廃止される路

線が出てくることも懸念されます。 

 

⑤ これまでバス路線が廃止された際には、市が運行経費の最大７割を負担する住民バスの運行などで補ってき

ました。 

 

⑥ しかしながら悪循環が続くなかでバス路線の減便・廃止が進むことが予想されることから、住民バス路線な

どの代替手段による地域の足の確保するために、市の負担が際限なく増加していく可能性があります。 

 

⑦ この悪循環をストップさせ、バス交通を将来も続けていけるものにするのが、この新バスシステムを導入す

る大きな目的です。 

 ・平成２６年４月に新潟交通㈱と運行事業協定を結び、平成２７年の開業から約５年間、路線バスの営業キロ

数を確保することとなり、これまで続いていたバス路線の減便や廃止に歯止めをかけました。 

 ・現在のバス路線は、市内あるいは市外のさまざまな場所から、新潟駅をはじめ都心部の拠点につながってい

ますが、新バスシステムでは、特に多くの路線が重複する新潟駅から青山までの区間のバス路線をまとめてＢＲ

Ｔという一つの路線に集約し、効率的に運行します。 

 ・あわせて、全市的にバス路線を再編することで、そこで生まれた余力（車両・運転手）により、主に郊外路

線で３４９本の増便を実現します。 

 

⑧ さらに運転手１人で一般バス２台分の乗客を運べる連節バスの導入でさらに集約をかけ、それにより＋１２

５本の増便が可能となり、再編による３４９本の増便とあわせて４７４本の郊外路線の増便が実現します。 

 

⑨ 仮にこの＋１２５本の増便を民間会社に別途、委託して運行してもらおうとすると、５年間で６～９億円の

費用が必要となります。 

 ・これに対し連節バスの購入費は４台で約３億円であり、さらにその半分は国からの補助が見込めます。この

ことと、連節バスの効果である１２５本の増便分の経費、５年で６～９億円とを比較すれば、その効果は極めて

高いものと捉える事が出来ます。 

 

⑩ これらの手法により、バスの増便や新規路線の実現など、全市的なバスサービスの向上を図ることで、まず

は悪循環に歯止めをかけ、利用者増によりさらなるサービス向上を進め、好循環に転換させていきます。 
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